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１．概要
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　○地籍調査事業・・・地籍調査により地籍の明確化を図る 　［対象：市内調査区域内土地所有者］

調査区域内土地所有者地籍の明確化を図る
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

　

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

課題

市としては第6次計画の達成に向け事業予算要求を進めるが、国県費
予算の動向によっては事業進捗の低迷が懸念される

対応（改善点等）

％ 86.5 ％ 88.7 ％

指標の設定理由

総合計画／後期基本計画において、基本施策（3-2-2）の目標設定

％
39.36 ％ 39.77

事業の方向性

継続

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断

#REF!

#REF!

評価内容

国費の動向に注視しながら、第６次計画の達成に努めること

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認

b

c

国県の動向を注視しながら、事業実施、予算要望を進める

3

3

地籍の明確化を図るため必要な事業
である

#REF!
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22,387 24,008 25,667

分析根拠分析

方向性

理由

前年並

Ｈ２２

45.1

Ｈ２１

着眼点

2
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